
 

長崎県市長会負担金等適正化委員会幹事会 
 

第 1 日 
 
 
 

   次 第 
 
 

１  開  会 

２ 調 査 事 項 に つ い て  

（１）第 74 回中小企業団体全国大会開催費負担金【新規】 

（２）（一社）長崎県漁港漁場協会負担金【見直し】 

（３）自治体情報セキュリティクラウド運営費等負担金【更新】 

（４）ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金【新規】 

３ そ の 他 

４ 閉 会 

 
 

開催日時：令 和 ３ 年 ９ 月 ２ ７ 日 （ 月 ）  

14:00～ 16:30  

開催方法：ＷＥＢ会議にて開催 
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市長会作成資料 

第 74 回中小企業団体全国大会開催費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  第 74 回中小企業団体全国大会開催費負担金    

２ 大会概要 

本大会は、中小企業者で組織する全国約 3万組合等の意見を総意として取りまとめ、内外

に広く表明するとともに、政府等に対して中小企業の実情と振興施策の強化を訴え、中小企

業の持続的な成長と豊かな地域社会の実現を図ることを目的とする。令和 4年度は長崎県が

開催県にあたり、長崎市で開催するもの。参加予定者 2,000 名 

  

 

 

 

 

３ 負担金額（案） 

類似参考案件として、平成 24 年 11 月に負担金等適正化委員会において、第 56 回中小企

業団体九州大会開催費負担金の審議を行い、以下の考え方で承認を行っており、今回の全

国大会においても同様の考え方としたい。 

 

 

 

    

県 市町 

3,000 千円 1,500 千円 

（ ２：１ ） 

                                                             

 開催市 

負担額 

均等割 

(30%) 

会員数割(70%) 各市 

負担金額 会員数 会員比率 会員割額 

開催市 長崎市 675,000 円 - - - - 675,000 円 

各市 

佐世保市  - 16,875 円 81 29.3% 138,669 円 155,544円 

島原市  - 16,875 円 23 8.3% 39,375 円 56,250 円 

諫早市 - 16,875 円 44 15.9% 75,326 円 92,201 円 

大村市 - 16,875 円 26 9.4% 44,511 円 61,386 円 

平戸市 - 16,875 円 6 2.2% 10,272 円 27,147 円 

松浦市 - 16,875 円 7 2.5% 11,984 円 28,859 円 

対馬市 - 16,875 円 15 5.4% 25,679 円 42,554 円 

壱岐市 - 16,875 円 13 4.7% 22,255 円 39,130 円 

五島市 - 16,875 円 15 5.4% 25,679 円 42,554 円 

西海市 - 16,875 円 7 2.5% 11,984 円 28,859 円 

雲仙市  - 16,875 円 17 6.2% 29,103 円 45,978 円 

南島原市 - 16,875 円 22 8.0% 37,663 円 54,538 円 

合 計 675,000 円 202,500円 276  472,500 円 1,350,000 円 

市 町 

1,350 千円  150 千円 

（ ９：１ ） 

○主催 全国中小企業団体中央会・長崎県中小企業団体中央会 

○日時：令和 4年 11 月 10 日(木)14:00～16:30(予定) 

○場所：長崎市 出島メッセ長崎   

○事業費：30,000 千円 （うち 4,500 千円を県市町負担金と想定） 

県の 2 分の 1 の額を市と町の人口比（＝9：1）で按分し、そのうち、県下 13 市負担

経費については、開催市が 50％を分担し、残りの額を 12 市で均等割(30%)、会員数割

(70%)により分担する 

(1 － 1) 



 

【参考資料】 

⑴ 長崎県中小企業団体中央会からの依頼文【資料 1-1】  

⑵ 要望趣旨、要望算定（案）【資料 1-2】 

⑶ 大会企画書、スケジュール【資料 1-3】 

⑷ 大会収支予算案【資料 1-4】 

⑸ 九州大会負担金の審議結果（平成 24 年 11 月）【資料 1-5】 
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市長会作成資料 

（一社）長崎県漁港漁場協会負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

     （一社）長崎県漁港漁場協会負担金 

 

２ 目的及び事業 

漁港、漁場及び漁村の総合的整備や漁業の振興、漁港、漁場の合理的利用を促進するとと

もに、漁港、漁場及び漁村に関する調査、啓発普及を行うことにより、水産資源の適切な管

理と漁場環境の保全を図り、もって本県水産業の発展及び地域の活性化並びに水産物の安定

供給に寄与することを目的として、主に次の事業を行う。 

① 漁港、漁場及び漁村に関する建議、請願及び意見の発表 

② 漁港、漁場及び漁村に関する講習会等の開催 

③ 漁港、漁場及び漁村に関する情報誌の発行 
 

３ 趣旨 

同協会の収入は市町及び漁協からなる会員からの会費であり、市町の会費には一律定額

の「通常会費」と各市町の漁港整備等事業費から算出される「特別会費」がある。 

そのうち、「特別会費」に関しては、平成 17 年統合に伴う内部留保金が潤沢にあり、ま

た平成 25 年度から令和 2 年度末までを計画期間とする公益目的支出計画で当該資産の計

画的費消が義務付けられたこともあって、これまで算定総額の 70%相当を減額し、不足分

に内部留保金を補填しながら運営を続けてきた。 

しかしながら計画期間満了及び内部留保金の枯渇見通しによる見直しに伴い、令和元年

度に負担金等適正化委員会において審議を行い、附帯意見を付しながら 70%から 50%へ減

額幅の縮小を了承したところである。 

令和 2年度から 3年度においては、事業費及び管理費の削減を行うとともに、収入増の

対策も行ってきたが、それでも R4 年度中に内部留保金が実際に枯渇する状況を踏まえ、

このままでは今後の協会運営が成り立たないため、現行の「特別会費」50%減額を見直し、

本来の会費収入により毎年度の協会運営を行う体制へと移行する必要があるもの。 

 

４ 各市負担金に係る減額措置の見直し（案）別紙【2-1 参照】 

 改正前 改正後 

通常会費 
市町村       20,000 円 

漁業協同組合等   40,000 円 
同左 

特別会費 

①事業費割会費 ②国庫補助割会費 

当該年度の事業費及び国庫補助の区分

ごとの額に、その区分に応じた割合を乗

じて得た額 

※①②の合計額を50％減額 

①事業費割会費 ②国庫補助割会費 

当該年度の事業費及び国庫補助の区分

ごとの額に、その区分に応じた割合を乗

じて得た額 

※①②の合計額（減額なし） 
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５ 令和元年度負担金等適正化委員会における附帯意見に対する対応 

附帯意見の内容 対応 

１ 活動内容を再度見

直し、真に必要な体制

や事業内容に変更した

うえで、負担金の額を

再調整すること。 

これまでの見直し内容 

ア 漁協会費の増額 

漁協会費について、年２万円から４万円に増額 

（2,560 千円の収入増） 

イ 賛助会員制の新規導入 

賛助会員の８社掘起こし（400 千円の収入増） 

ウ 寄附金制の新規導入 

全国初の取り組みにより収入増を図る 

エ 研修に係る開催回数の削減と工夫 

研修に係る開催回数を２回から１回に減らすものの、漁業者

の生産性向上のための多種多様な情報については、工夫しなが

ら提供する。 

オ サポーター会議の休止 

漁協関係者で構成しているサポーター会議の休止 

カ 「漁港漁場漁村ポケットブック」の有償配布 

各県協会で実施している会員への「漁港漁場漁村ポケットブ

ック」の無償配布について、希望会員への有償配布に変更 

２ 人員体制や県の支

援など、未確定の部分

があり、判断できない

ことから、固まり次第、

速やかに報告するこ

と。 

ア 人員体制 

 事業実施に、最低でも2名体制が必要(R元年度3人→2人体制) 

イ 県の支援 

（１）人的支援 

  県から、当該団体は第 2次長崎県出資団体見直し方針に基づ

いて一社化しており、県の人的支援はこの見直し方針に逆行

するため対応できないとの回答があり困難 

（２）事務所の支援 

県から、現時点では県有施設の中に協会が入居できる施設は

ないとの回答があり困難 (R2年度から事務所スペース縮小) 

３ 漁協の会費増額に

ついて、県北ブロック

からも了承が得られる

よう努力すること。 

全てのブロックの漁協長に説明し、令和２年６月定時総会にお

いて、令和２年度から漁協会費の増額が決議された。 

 

【参考資料】 

⑴ （一社）長崎県漁港漁場協会からの依頼文【資料 2-2】  

⑵ 負担金変更の理由【資料 2-3】 

⑶ 決算収支及び内部留保金補填状況推移【資料 2-4】 

⑷ 協会の財源と収入状況の推移【資料 2-5】 

⑸ 会費削減率ごとの収支シミュレーション【資料 2-6】 
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各市負担金額
〔改正後〕

事 業 費 国庫補助

事業費 国庫補助 割 会 費 割 会 費

(A)   　      円 千円 千円 (B)  　       円 (C)   　      円 (D)   　      円 円 円

長崎市 20,000 2,171,000 1,307,000 1,531,300 1,944,200 3,475,500 3,495,500 1,757,750

佐世保市 20,000 1,099,200 686,600 949,440 1,201,240 2,150,680 2,170,680 1,095,340

島原市 20,000 133,900 66,950 133,900 133,900 267,800 287,800 153,900

諫早市 20,000 30,000 15,000 30,000 30,000 60,000 80,000 50,000

大村市 20,000 0 0 0 0 0 20,000 20,000

平戸市 20,000 847,842 455,421 758,273 848,673 1,606,946 1,626,946 823,473

松浦市 20,000 417,700 209,860 405,930 417,748 823,678 843,678 431,839

対馬市 20,000 1,797,675 1,264,130 1,378,837 1,904,130 3,282,967 3,302,967 1,661,484

壱岐市 20,000 523,000 380,450 498,400 724,810 1,223,210 1,243,210 631,605

五島市 20,000 671,450 451,300 617,160 842,080 1,459,240 1,479,240 749,620

西海市 20,000 10,000 6,000 10,000 12,000 22,000 42,000 31,000

雲仙市 20,000 371,000 185,500 363,900 371,000 734,900 754,900 387,450

南島原市 20,000 81,700 40,850 81,700 81,700 163,400 183,400 101,700

※1 　令和3年度事業費で試算

※2　特別会費を50%減額して算出　(A)+(D)×0.5

市 名 特別会費
(B)+(C)

会費合計
(A)+(D)

【参考】
改正前額 ※2
(令和3年度)

令和３年度事業　※1

特　別　会　費
通常
会費
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市長会作成資料 

自治体情報セキュリティクラウド運営費等負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

     自治体情報セキュリティクラウド運営費等負担金 

２ 趣旨 

平成 28 年度に県及び全市町での共同調達で導入した長崎県自治体情報セキュリティク

ラウドについて、令和 3年度末で契約満了となる中、総務省が示す新たなセキュリティ要

件を満たす次期長崎県自治体情報セキュリティクラウドを構築することとしている。 

構築にあたっては、賛同する団体による共同調達・共同利用を行うことで、セキュリテ

ィレベルの強化・標準化及びコストメリット並びに職員の負担軽減を図るものであり、具

体的には県が調整窓口となり、県市町を取りまとめて一括調達するスキームとなる。 

なお、そのようなメリットがあることから、全市町から参加意向があっている。 

 

３ これまでの審議結果 

〇 平成 28 年 11 月負担金等適正化委員会審議結果 

   

 

 

 

              （波線部分の協議） 

〇 平成 29 年 11 月負担金等適正化委員会審議結果 

 

 

 

４ 負担割合の考え方 

本件は本来、各団体が個別に実施すべきセキュリティ対策業務について、対策システム

を共同調達・共同利用するもので、県は他団体の代理として設計・調達・維持管理業務を

実施するものであり、その費用は参加団体において平等に負担する。 

また、負担割合において、規模によらず導入に必要な費用が約 4 割を占めることから、

現行どおりの負担割合（均等割 40％及び人口割 60%）とする。 

 

５ 構築費用の負担方法について 

令和 4年度からの導入に向け、長崎県では R3 年度に構築を行う予定であり、R3 年 6 月

に予算計上済みである。その財源は 1/2 の国庫補助（上限額あり）が措置され、また県の

普通交付税において、国庫補助に対応する 1/2 の一般財源相当分が算定されている。 

このようなことから、構築費用に関しては、国庫補助上限額を超える場合に限り、参加

団体での按分対象となる。 

なお、実際の手法は、R3 年度の構築費用全てを県が支出し、市町負担分を次年度以降

に市町の運営費用に上乗せする手法となる。 

 

 

本来は県：市町＝1：1 の負担割合を適用すべきものであるが、今回は協議が進ん

でいた経緯があることから例外として取扱い、負担金額については、県、市町の区

分なく、均等割：人口割＝4：6による算出とする。なお、平成 30 年度以降の負担

金額については、市長会事務局が窓口となり改めて協議を行うこととする。 

現在、委託契約を締結している平成 33 年度（令和 3年度）までの期間については、

特例として、県、市町の区別なく、均等割 40％、人口割 60％により負担金を算出

する。なお、平成 34 年度（令和 4 年度）以降の取扱いについては、原則として、

県：市町の負担割合は 1：1とする。 

(3 － 1) 



【参考資料】 

⑴ 長崎県情報システム課からの依頼文【資料 3-1】  

⑵ 次期長崎県自治体情報セキュリティクラウド概要【資料 3-2】 

⑶ 前回の審議結果【資料 3-3】 

⑷ 現行の負担割合【資料 3-4】 

⑸ 次期セキュリティクラウドに係る負担金(案)に係る県の考え【資料 3-5】 

⑹ 事業費全体【資料 3-6】 
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次期長崎県自治体情報セキュリティクラウドの概要について 

１ 事業の概要 

  総務省の通知（※）に基づき、県及び県内市町共同の、インターネット接続にかかるセ

キュリティ基盤を構築・運用するもの。現行セキュリティクラウドは、平成 28 年度に

構築、平成 29 年度から運用開始。 

➢ 都道府県が調整窓口となり、市町を取りまとめて一括調達するスキーム 

① 構築・運用コストの圧縮 

② セキュリティレベルの強化・標準化 

※各団体ネットワーク内におけるセキュリティは、各々で実施 

 

  高度かつ多重なセキュリティ対策機器等の導入及びセキュリティ技術者による24時

間 365 日体制での通信ログ等確認により、団体毎にセキュリティ対策を実施していた

平成 27 年度以前に比べて高度なセキュリティレベルを確保。 

 

  令和３年度末の現行契約終了に合わせ、総務省が示した新たな要件に基づくセキュリ

ティ基盤を調達しようとするもの。 

 

２ 契約の概要 

入札の形態  一般競争入札（WTO） 

入札参加資格（案） 別紙のとおり 

契約期間  契約日（令和３年 10 月予定）～令和９年３月３１日まで 

スケジュール  下記のとおり 

 
 

8 9 10 11 12 1 2 3

現行

次期
（本業務）

令和３年度
令和４年度　～　令和８年度

運用期間（令和４年３月31日まで）

設計・構築

テスト

移行

運用・保守

・ オペレーション業務

・ インシデント対応

・ 定例会・年次報告会等の実施

■設計の承認

■ テスト結果の承認

参加団体の段階的移行

（※）平成２７年５月に発生した日本年金機構の情報漏えい事案及びマイナンバー制度の施行を受け、

全自治体のセキュリティ強化のため、総務省が全都道府県に、自治体情報セキュリティクラウドを構築

するよう通知。 

資料１ 
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３ 次期セキュリティクラウドの特徴（現行セキュリティクラウドとの相違点） 

① クラウドサービス利用型 

  クラウドサービスにより実装可能なものは基本的に全て、クラウドサービスを利

用する。（総務省の要件 クラウド・バイ・デフォルト） 

  現行セキュリティクラウドにおいては、クラウドサービスの利用が一切認められ

ておらず、長崎県独自に調達・構築した機器により運用していた。 

 

② 公開 WEB サーバの追加セキュリティ対策 

  大規模災害発生時等に、各団体のホームページ（WEB サーバ）が応答できない事

態を防ぐため、WEB サーバのコピーを複数個所に配置する等の対策を実装。 

（CDN：ContentsDeliveryNetwork） 

  上記対策により、不正プログラム等により意図的にアクセスを集中させ、応答で

きなくしようとするサイバー攻撃にも対応が可能。 

 

４ 現行セキュリティクラウドにおける検知・ブロックの状況（値は令和２年度実績） 

① メールセキュリティ  各団体がインターネットを介してやり取りする全

メールについて、セキュリティチェックを実施 

 約１万５千件のマルウェア等を検知・ブロック 

② 公開 WEB サーバの保護  約１億件の通信を確認 

 うち 100 万回の通信を遮断 

③ 外部 WEB アクセス  約 72 億件の通信を確認 

 うち 2,600 万件の通信を遮断 

 

参加団体NW

・・・・・・

長崎県及び県内21市町（計22団体）

インターネット

インターネットVPN

LGWAN-ASPサービス

参加団体NW 参加団体NW 参加団体NW

24時間365日体制の有人監視体制

長崎県自治体情報
セキュリティクラウド

メール・ファイル
無害化

WAF・CDN

ファイアウォール
IPS/IDS

プロキシサーバ
URLフィルタ

メールリレー

SOCサービス
NOCサービス

EDR

通信の複合
（SSL複合）

マルウェア対策

振る舞い検知
アンチウイルス

DNS

DDOS対策

クラウドサービス

データセンター内基盤

(3 － 5) 



５ 次期セキュリティクラウドで実装する主な機能一覧 

 

No 名称 対策内容 

① ファイアウォール 
 送信元情報と送信先情報を元に、通信の許可・不

許可を行い、不正な通信をブロックするもの 

② 

IDS 

（Intrusion Detection System） 

IPS 

（Intrusion Prevention System） 

 通信の内容を詳細に監視し、①ファイアウォール

だけでは検知できない不正な通信・アクセスをブ

ロック（または警告）するもの 

③ 
WAF 

（Web Application Firewall） 

 ①ファイアウォール、②IDS・IPSだけでは検知で

きない WEB アプリケーションの脆弱性（セキュ

リティ上の弱点）等を突いた攻撃をブロックする

もの 

④ 
CDN 

（Content Delivery Network） 

 インターネット上に、公開 WEB サーバ（例えば

県公式HP）のコピーを複数個所に配置する 

 大量アクセス攻撃や災害による通信回線断発生時

でも、接続可能なサーバがあればサービス継続 

⑤ マルウェア対策 

 メール等に添付されているデータに、マルウェア

（ウイルス）が含まれていないかを、パターンフ

ァイル（検体）を元に確認するもの 

 マルウェアが確認された場合は、隔離・除去等を

行う 

⑥ ふるまい検知 

 攻撃されても実害が発生しない別領域（サンドボ

ックス）において、実際の運用環境のようにプロ

グラムをいったん実行させる 

 その挙動からマルウェアであると確認されたら、

運用環境で実行させないための除去等を行なう 

 パターンファイル（検体）を元に判断するマルウ

ェア対策では検知できないものも検知が可能 

⑦ 通信の復合対応 

 暗号化された通信の中に不正通信がないかを

確認するため、一旦暗号化を解除し、その通信

に問題がないかを確認するもの 

⑧ 
EDR 

(Endpoint Detectionand Response） 

 パソコン等機器のウイルス感染防止に特化し

た従来の対策とは異なり、万が一、感染してし

まった場合に、その拡大防止、侵入経路特定等

をリアルタイムで行うもの 

⑨ 

SOC 

(Security Operation Center） 

NOC 

（Network Operation Center） 

 セキュリティ、ネットワークの専門家が24時

間 365 日体制で、通信ログ等を確認し、セキ

ュリティ事故が発生した場合に、関係者への

通報及び被害拡大防止対策等を実施するもの 
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単 年 負 担 額 65,518千円

人口割額 ※各団体人口による

均等割額 1,191千円

（単年度負担金） （単位：千円）

均等割 人口割 計

429,508 1,191 6,131 7,322 11.2

255,439 1,191 3,646 4,837 7.4

45,436 1,191 649 1,840 2.8

138,078 1,191 1,971 3,162 4.8

92,757 1,191 1,324 2,515 3.8

31,920 1,191 456 1,647 2.5

23,309 1,191 333 1,524 2.3

31,457 1,191 449 1,640 2.5

27,103 1,191 387 1,578 2.4

37,327 1,191 533 1,724 2.6

28,691 1,191 410 1,601 2.4

44,115 1,191 630 1,821 2.8

46,535 1,191 664 1,855 2.8

42,548 1,191 607 1,798 2.7

29,804 1,191 425 1,616 2.5

8,298 1,191 118 1,309 2.0

14,067 1,191 201 1,392 2.1

14,891 1,191 213 1,404 2.1

2,560 1,191 37 1,228 1.9

13,626 1,191 194 1,385 2.1

19,718 1,191 281 1,472 2.2

1,377,187 1,191 19,657 20,848 31.8

2,754,374 26,202 39,316 65,518 100.0

※人口は平成２７年国勢調査人口による

佐 々 町

新上五島町

長崎県

合計

人口割額（年額）

均等割額（年額）

長 与 町

時 津 町

松　　　浦

対　　　馬

東彼杵町

川 棚 町

波佐見町

小値賀町

壱　　　岐

五　　　島

西　　　海

雲　　　仙

南　島　原

長　　　崎

佐　世　保

島　　　原

諫　　　早

大　　　村

平　　　戸

現行の負担金割合について

【各市負担金の算出方法】
 ・　セキュリティクラウドの運用保守費用について、県、市、町の区別なく、
　　均等割（４０％）、人口割（６０％）により負担金を算出しています。

市　名 人口
平成29年度～令和３年度

率(%)

39,316千円

26,202千円

資料２
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次期セキュリティクラウドに係る負担金（案）に係る県の考えについて 

 

1. 負担の構成と考え方 

共同調達・共同利用であることから、利用量を加味した負担とさせていただきたい。 

 

 本事業は、各団体が個別に調達・運用していたインターネット接続に係るセキュリ

ティ対策を、都道府県以上の広域単位で共同調達・共同利用することにより、①セ

キュリティレベルの強化・標準化、②共同調達によるコスト圧縮を図るものです。 

 

 本来、各団体が実施すべきセキュリティ対策について、上記の理由により参加団体

の１つである県が他団体の代理として設計・調達・維持管理業務を負担しているも

のであり、その費用は、利用量に応じて各団体が負担すべきものと考えております。 

 

 セキュリティクラウドへの参加は任意であり、総務省が示す要件を満たすことがで

きれば、セキュリティクラウドに参加することなく、団体各自でのセキュリティ対

策が認められています。 

 

 任意参加であるにも関わらず、現行セキュリティクラウドは 21 市町全てが参加し、

次期セキュリティクラウドについても引き続き参加意向をいただいておりますのは、

セキュリティクラウドの共同調達・共同利用によるコストメリット及び職員の負担

軽減をご理解いただいているものと考えております。 

（参考資料） 

【別紙１】 

現行セキュリティクラウドの通信量実績について 

 

【別紙２】 

九州各県における県・市町の負担割合について 

 

【別紙３】 

各団体がセキュリティクラウド相当の基盤を独自に調達した場合の費用 

（ベンダーによる試算） 

資料３ 
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2. 負担金の割合（案）について 

 前項記載のとおり、【利用量に応じた従量制】の考え方が反映されるべきと考えており

ますが、セキュリティクラウドの基盤部分には、自治体規模や端末数・通信量等に関わ

らず一定の構成が必要となります。このことから、それら基盤となる部分の構築・維持

管理に係る費用については、【均等割】により按分する必要もあると考えております。 

 

(1) 利用量に応じた従量制について 

 総務省の示す要件では、次期セキュリティクラウドの機能は、【①全団体が必ず実装す

べき必須機能】と、【②団体の希望に応じて実装して良いオプション機能】に分けられて

います。 

 

機能種別 ①必須機能 ②オプション機能 

主な機能  インターネット通信の監視 

 ゲートウェイ（境界）対策 

 セキュリティ専門家による通信の

監視 など 

 メール・ファイル無害化 

 EDR（高度なマルウェア対策） 

 WEBサーバの追加セキュリティ対策 

見積価格に影

響する要素 

インターネット通信量 アカウント数・端末数 

対象 WEBサイト数 

 

【①必須機能】 

 必須機能については、インターネット通信全般のセキュリティ対策を行うものです。 

このため、見積価格に影響する要素は、【インターネット通信量】となります。 

 

 【別紙１】のとおり、現行の按分割合の算定方式である【均等割 40％、人口割 60％】に

より計算した場合と、インターネット通信量に基づき計算した場合の数値がおおよそ近

似しています。 

 

【②オプション機能】 

 オプション機能の見積価格に影響する要素は、アカウント・端末数となります。 

 

 オプション機能については、希望する団体の利用実態に応じた費用を負担することを

想定し、単価契約とする予定です。 
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(2) 均等割・人口割の比率について 

 セキュリティクラウドを最小規模で構築した場合の費用（262,056千円）は、全団体を

対象とした構成（648,000千円）と比較すると、約 40％となっています。 

 

 

【別紙３】記載 

＜262,056千円 / 648,000千円 ＝ 約 40％＞ 

       ※いずれもベンダー試算額 

 

 

 この費用は、規模等の大小に関わらず発生する、セキュリティクラウド構築・維持管

理に係る共通経費に相当するものです。 

 

 より公平な負担とするためには、この比率を均等割として導入することが妥当と考え

ております。 

 

 

 

 

 

 

 現行の按分割合の算定方式である【均等割 40％、人口割 60％】は、各団体が参加するに

あたって最低限の費用負担をしつつ、利用状況に応じた従量負担が加味されております。

上記試算との比較においても、その比率については妥当であると考えております。 

 

 以上のことから、次期セキュリティクラウドについても、現行の算定方式を踏襲するこ

とが最適と考えております。 
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令和２年度通信実績

①受信平均
（Mbps）

②送信平均
（Mbps）

③合計
（①+②）

④総通信量に
おける割合（%）

⑤現行
負担割合（%）

⑥通信量割合と
負担割合の比較

（④-⑤）

長崎市 7.71 1.42 9.13 10.7 11.2 ▲ 0.5
佐世保市 6.79 1.27 8.06 9.5 7.4 2.1
島原市 2.61 0.62 3.23 3.8 2.8 1.0
諌早市 2.79 0.51 3.30 3.9 4.8 ▲ 0.9
大村市 6.80 1.58 8.38 9.8 3.8 6.0
平戸市 2.88 0.70 3.58 4.2 2.5 1.7
松浦市 2.07 0.44 2.51 2.9 2.3 0.6
対馬市 0.22 0.32 0.54 0.6 2.5 ▲ 1.9
壱岐市 1.20 0.23 1.43 1.7 2.4 ▲ 0.7
五島市 2.99 0.96 3.95 4.6 2.6 2.0
西海市 1.69 0.22 1.91 2.2 2.4 ▲ 0.2
雲仙市 3.10 1.40 4.50 5.3 2.8 2.5
南島原市 0.44 0.14 0.58 0.7 2.8 ▲ 2.1
長与町 1.25 0.24 1.49 1.7 2.7 ▲ 1.0
時津町 4.16 0.42 4.58 5.4 2.5 2.9
東彼杵町 0.52 0.11 0.63 0.7 2.0 ▲ 1.3
川棚町 0.63 0.20 0.83 1.0 2.1 ▲ 1.1
波佐見町 0.61 0.21 0.82 1.0 2.1 ▲ 1.1
小値賀町 0.23 0.06 0.29 0.3 1.9 ▲ 1.6
佐々町 0.31 0.10 0.41 0.5 2.1 ▲ 1.6
新上五島町 4.61 0.99 5.60 6.6 2.2 4.4
長崎県 14.56 4.90 19.46 22.8 31.8 ▲ 9.0

合計 68.17 17.04 85.21 100 100

現行セキュリティクラウドにおける通信実績について

運用ベンター（SBテクノロジー）が年次報告会で報告している実績値であり、市町も確認が可能
別紙１
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九州各県における次期セキュリティクラウド費用負担状況 別紙２

令和3年6月現在

№ 団体名
標準機能における

県・市町の負担割合
負担割合の基となる考え方 備考

1 福岡県
県２：市町８
（県20％）

〇標準機能　（全団体が共通的に利用する機能）
　利用団体が利用規模に応じて按分

　　　・職員数割
　　　・端末数割
　　　・メールアカウント数割
　　　・均等割

〇オプション　（利用を希望する団体のみが利用する機能）
　機能毎に利用団体が利用規模に応じて按分
　　（機能毎に算定基礎とする項目は異なる）

確定

2 佐賀県
県２：市町８
（県20％）

均等割り　　　50％
職員数割り　 50％

確定

3 熊本県
県３：市町７
（県28％）

職員数の単一要素により按分 次期については協議中

4 大分県
県３：市町７
（県30％）

市町村が負担する7割部分を、
均等割り50％、職員数割り50％で按分

確定

5 宮崎県
県５：市町５
（県50％）

市町村の50％のうち、
従量・職員数50％、端末数50％で按分

確定

6 鹿児島県
県３：市町７
（県31％）

現在は、PC台数、職員数等により按分しているが、次期については、トラフィック量による按
分を予定。

次期については協議中

7 沖縄県
県３：市町７
（県30％）

現在は、PC台数、職員数等により按分しているが、次期については、トラフィック量による按
分を検討。

次期については協議中
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■各市町様単独構築参考費用
・本参考費用につきましてはあくまで参考価格であり、価格を保証するものではない点をご容赦ください。
・本参考費用の金額につきましては全て税抜き金額となっております。

初期費用 運用費用(5年) 初期費用 運用費用(5年) 初期費用 運用費用(5年)
インターネット集約サービス 16,150,000 48,450,000 4,038,000 12,113,000 1,346,000 4,038,000
インターネットセキュリティサービス 21,250,000 84,150,000 21,250,000 84,150,000 21,250,000 84,150,000
SOCサービス 42,500,000 138,550,000 4,250,000 13,855,000 4,250,000 13,855,000
運用サービス - 76,500,000 - 7,650,000 - 7,650,000
回線サービス BBIXのみ ＊その他回線は別途 2,550,000 18,700,000 638,000 4,675,000 213,000 1,558,000
初期設計、構築作業 131,200,000 - 118,080,000 - 118,080,000 -
その他機器 39,100,000 28,900,000 9,775,000 7,225,000 3,258,000 2,408,000

初期費用 252,750,000 - 158,031,000 - 148,397,000 -
運用費用 - 395,250,000 - 129,668,000 - 113,659,000

合計

⻑崎県情報SC 9⽉30⽇提出
※⻑崎県の職員数に即したプラン 職員数 3000 職員数 1000

次期情報SC費用

分類 項目

648,000,000 287,699,000 262,056,000

(3 － 17) 
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事業費用の全体について 

 

１）現行セキュリティクラウドにおける按分対象額について 

 

 国庫補助の関係により、①構築、②運用保守に分けて契約 

 

 ①構築費用については、国補助 50％・補正債 50％で市町負担なし。また、補正債は 

充当率 100％、措置率 100％であったため、県も実質的な負担なし。 

 

 ②運用保守を、参加団体で按分 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①構築費用

228,401,640円

②　運用保守　５年総額
341,834,920円

70,947,360円 66,947,040円 67,566,920円 68,186,800円 68,186,800円

H28 H29 H30 R1 R2 R3
構築 運用及び保守

総額（①+②） 570,236,560円

国負担
（50％）

補正債（県）
（50％）

市町負担（約70％） 〃 〃 〃 〃

県負担（約30％） 〃 〃 〃 〃

資料４ 
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２）次期セキュリティクラウドにおける按分対象額（案）について 

 令和３年４月に、国（J-LIS）からの補助スキームが明らかとなりました。 

 

 補助対象は、構築・移行に係る部分だけであり、補助を受けるには、令和３年度中に構

築・移行を完了し、支払いまで完了する必要あります。 

⇒ 県において、構築・移行費用として、125,300千円を６月補正予算として予算措置

しております。 

 

 国が定める補助上限額の 50％について補助金交付、残り 50％については、都道府県に

対して普通交付税措置されることとなっています。 

 

 令和３年７月に、令和３年度分の普通交付税措置状況が明らかになりましたが、補助裏

の部分について、総務省が示したとおりに交付税措置がされていることが確認できまし

たので、この部分については、市町に負担を求めず、県が負担いたします。 

⇒ 構築費用が、補助基準額の上限額（102,400千円）を超えた場合、その部分につい

ては県・市町の按分対象とさせていただきたいと考えています。 

⇒ 国（J-LIS）の補助額等については、入札結果により変動しますので、ご了承願い

ます。 

 

 

【整理】 

 補助裏（補助基準額の上限額以下の部分）について、交付税措置されていることが確認

できましたので、市町に負担を求めず県で負担します。 

 構築費用のうち、補助基準額の上限額（図の赤枠部分）を超える部分については、県・

市町の按分対象とさせていただきたいと考えております。  

125,300,000円

県（立替え） 117,500,000円 117,500,000円 117,500,000円 117,500,000円 117,500,000円

R3 R4 R5 R6 R7 R8
構築

　　①構築費用 　　②運用保守　５年総額

総額（①+②） 712,800,000円

587,500,000円

県負担
(補助裏)

運用及び保守

県負担 県負担 県負担 県負担

市町負担

国負担
（51,200千円） 県負担

市町負担 市町負担 市町負担 市町負担

赤枠 ： 補助基準額の上限額
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市長会作成資料 

ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金    

２ 目的及び事業 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）は、2003 年 10 月に前身となる日本貿易振興

会を引き継ぐ形で設立され、海外及び国内事務所のネットワークを活用し、対日投資の促進、

農林水産物・食品の輸出や中堅・中小企業などの海外展開支援に取り組むとともに、調査や

研究を通じ、企業活動や通商政策に貢献することを目的としており、ジェトロ長崎貿易情報

センター（以下、「ジェトロ長崎」という。）は長崎県内企業へのこれら支援等を行う。 

     

     

 

 

 

 

３ 趣旨 

ジェトロ長崎の運営事業費については、地元自治体による部分負担を原則とし、現時点で

は県及び7市 3町で負担している。(令和 3年度負担額 県 11,615 千円 市町計 4,123千円) 

このジェトロ負担金について、平成 27 年 1 月に総務省政策評価・独立行政法人評価委員

会による見直しの指摘を受け、経済産業省において平成 30 年 8 月に各貿易情報センターの

基礎的経費におけるジェトロと地元自治体との折半負担を原則化し、地元自治体への協力を

求めていくこととなったことから、ジェトロ長崎においても各市町への協力依頼を行ってき

たところである。 

一方で、現状として地元負担額の約 7割の負担となっている長崎県としては、県：市町＝

1:1 との考えがあるものの、令和 2年度予算ではジェトロ長崎の現行体制を維持するための

臨時的な対応として、これまでの負担額に 333 万円増額したところであり、令和 3年度も県

による臨時的な対応が継続したままの状態である。 

そのような背景があり、ジェトロ長崎の地元自治体による負担の分担に向け、県と市町で

の負担割合の統一的なルールを設けようとするもの。 

  

４ 負担割合（案） 

R4 年度ジェトロ長崎運営にかかる地方自治体分担金 17，319 千円 

  （ジェトロ長崎の考え方）別紙資料 4-1 参照 

 県:市町＝1:1 とし、市町の負担割合については、次の割合で算出する 

 均等割 規模按分 利用按分 

割合 20％ 40％ 40％ 

    

 

  

ジェトロ長崎概要 

〇1965 年に長崎貿易相談所として設置 

○人員体制 4 名（所長 職員 非常勤嘱託員 派遣職員(時短) 令和 3年 4月現在） 

〇基礎的活動経費 28,545 千円（人件費、管理費 令和 3年度収支見通し） 

 

(4 － 1) 



 

  （長崎県市長会の考え方） 

  企業に対する販路拡大・海外進出などの支援は広域的な業務であり、立場・役割を踏

まえると、基礎的自治体である市町が県と同じ割合を負担すべき特段の理由が不明瞭で

ある。 

   また、市町の負担割合の算定根拠が明確でないことから、今後、町村会とも連携しな

がら整理を行っていく必要があると考える。 

 

 

【参考資料】 

⑴ ジェトロ長崎からの依頼文【資料 4-2】  

⑵ 負担金変更理由【資料 4-3】 

⑶ 事業実施報告書【資料 4-4】 

⑷ 収支予算見通し【資料 4-5】 

⑸ 各都道府県における対応調査結果【資料 4-6】 
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